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機動的な公衆衛生の確保方策のあり方について 

 

１．はじめに 

下水道法第一条の法律の目的には「････下水道の整備を図り、もつて都市の健全な

発達及び公衆衛生の向上に寄与」とあるが、今回の震災では下水処理場の機能停止、

管きょの閉塞などの重大な影響が発生しており、下水道が使用できない状況が続くこ

とによって以下の事象が懸念されている。 
◆ 未処理下水・簡易処理水の放流により公共用水域で公衆衛生上の問題が発生して

いないか 
◆ 下水道が使用できないため避難所等で公衆衛生被害が発生していないか 
これらの事象の根本的な解決は早急な下水道施設の復旧であるが、被害直後から応

急復旧までの初期においては、代替措置が必要である。 
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２．実態把握 
２－１ 未処理下水道等による公衆衛生への影響 
（１）震災後の状況把握と現地調査 

 地域によっては、下水道施設の被災・機能停止による汚水の滞留・溢水などが予想され、

感染症などの原因となることが懸念された。また、被災地域の下水道担当部局が施設の機

能回復に追われる中で、状況把握が困難なことも予想されたことから、特に公衆衛生上の

リスクが想定される箇所をスクリーニングし、さらに現地調査、関係者ヒアリングにより

状況を把握した。 
 ○予備検討（公衆衛生上のリスク箇所のスクリーニング） 

 被災・機能停止施設の下流に浄水場が位置する箇所、既にマンホール等からの溢水

が報告されている箇所をリストアップ 
 被災地の確認前に入手可能な以下の既存統計資料を利用して予備検討  

 下水道統計、宮城県のパンフレット等  
 既存の公表資料と国交省の被災状況取りまとめ資料などをもとに、水質面・

衛生面の影響が懸念される箇所をリストアップ  
 上水道の復旧状況（厚生労働省取りまとめ資料） 
 先行の国総研現地結果も参考に絞込みを進めた 

 ○現地調査 ４月５日（火）～８日（金） 
 土木研究所リサイクルチーム、国総研下水道研究部（堀江部長） 
（目的）施設被災に伴う衛生面・水質面の影響の把握と、その回避・軽減に向けた対

応策の検討 
  ● 予備検討によるスクリーニング箇所を中心に現地確認を行い、一部病原微生物の採

水調査も実施した 
 未処理下水、簡易処理水などの影響を中心に把握  
 被害の大きい宮城県内の下水道施設を調査  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

仙台市南蒲生浄化センター 採水状況     宮城県県南浄化センター簡易処理放流状況の確認 
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（２）結果 

① 処理場、ポンプ場の機能停止や管渠の被災でマンホール等から溢水が発生 
未処理下水への市民の接触リスクが高く、最も回避すべき状況である。現地調査・ヒ

アリングを実施した都市・施設でも、水中ポンプ等が不足する中で、溢水が発生した場

合には出来るだけ速やかに応急対応を行うよう対応が取られていた。 
 被災当初は、仮設ポンプや消毒剤、自家発電機燃料などの不足が対策のネックとな

っていた 
 現場では応急対応、処理施設への導水など懸命の対応が取られ、４月以降は溢水箇

所が激減している 
 特に、大型の仮設ポンプなどにより、処理場の水処理系への送水、導水が復旧した

場合には、溢水解消の効果が大きい（宮城県仙塩流域下水道及び関連公共下水道） 

          

マンホールからの溢水の状況（宮城県七ヶ浜町内） 
※その後の対策により現在は解消（資料:国土交通省） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

流入渠からの仮設ポンプによる汚水くみ上げ 
（宮城県石巻東部浄化センター） 
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図： 下水管渠、マンホールからの溢水箇所の推移 
（国土交通省提供資料をもとに作成） 

 

② ポンプ場や幹線管渠人孔から河川等に簡易処理放流 
 処理場の機能停止や幹線管渠の流下阻害に対応するため、震災直後から簡易処理の

検討が行われ、かなり早期から施設整備、処理が開始 
 簡易処理放流に際して、利水者、放流先水域管理者などとの協議調整に時間と労力

を費やしているケースが多い 
 放流の実施に際しては、水利用状況に留意して放流先が選定されるなど、注意が払

われている（石巻東部） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
汚水ポンプ場（停止中）付近で簡易沈殿処理、消毒後、本川まで導水して放流（旧北上川（石巻市内））
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③ 被災処理場の下流に浄水場が存在 
 震災当初は停電や自家発電の燃料不足により、いくつかの中・上流域処理場で処理

機能停止したが、施設被害は比較的軽微 
 その後、商用電源の回復に伴い、多くの処理場で機能復旧 
 今後とも余震等の影響には留意が必要（宮城県大崎市など） 

 

             
             採水調査状況 （鳴瀬川（大崎市内）） 
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２－２ 避難所における公衆衛生 
（１）避難所等の実態把握調査 

 下水道すなわちトイレが使用出来ないことで、感染症の集団発生などの公衆衛生問題が

発生していないかについて、宮城県と岩手県において避難所の衛生環境について調査を実

施した。 
 また、石巻赤十字病院や市役所、県庁へのヒアリングも実施した。 
 
（２）結果 

①避難所でのヒアリング調査（平成 21 年 4 月 20 日～23 日） 

調査結果の概要としては、以下の通りであった。 
・ 災害用トイレ数は概ね確保されていたが、被災当時は不足した避難所があった 
・ 災害用トイレ等の使用に際しては、被災者自身と医療支援チーム等の貢献により

清掃や消毒液の設置など清潔さが確保されていた 
・ 災害用トイレに溜まるし尿は定期的な汲み取りが実施されていた 
・ 子供、高齢者から洋式トイレの要望があった 
・ 気温の上昇に伴う臭気や害虫発生が懸念されていた 
なお、今回の調査は、被災後 1 ヶ月が経過していることから、水道の復旧状況が改

善されており、災害用トイレの配備など充実していたと思われる。 
 

避難所でのヒアリング調査結果一覧 

○宮城県 

調 

査 

日 

施設名 避難者数 

 

災害用トイレ 

1 基に対する 

避難者数 

トイレ環境に

よる感染症な

どの発生 

水道の 

復旧 

下水道の使用

可否 

 気仙沼市      

4/20  気仙沼小学校 135 人 14 人/基 無 有 使用可能 

4/20  気仙沼総合体育館 600 人 60 人/基 無 有 合併浄化槽 

 

災害用仮設トイレ内（気仙沼小学校） 
（詰り防止のため紙は分別回収） 

トイレ手前に消毒液の設置 
（気仙沼小学校） 
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○岩手県 

調 

査 

日 

施設名 避難者数 災害用トイレ 

1 基に対する 

避難者数 

トイレ環境に

よる感染症な

どの発生 

水道の 

復旧 

下水道の 

使用可否 

 陸前高田市      

4/21 小友地区（門前会館） 12 人 無 無 無 簡易水洗トイレ有

4/21  米崎小学校 100 人 17 人/基 無 無 浄化槽トイレ有 

4/21  高田一中 500 人 17 人/基 無 無 使用不可 

 宮古市      

4/23 
グリーンピア三陸宮古 

 （アリーナ） 
432 人 14 人/基 無 有 浄化槽トイレ有 

4/23 
グリーンピア三陸宮古 

 （ホテル） 
250 人 無 無 有 浄化槽トイレ有 

 田野畑村      

4/23  アズビィホール 200 人 20 人/基 無 有 使用可能 

 

災害用仮設トイレ内(高田一中) 
（詰り防止のため紙は分別回収） 

災害用仮設トイレの設置状況 
(グリーンピア三陸宮古（アリーナ）) 

公衆衛生の呼びかけ 
(グリーンピア三陸宮古（アリーナ）) 

（消毒液の設置） 

災害用仮設トイレの設置状況 
(アズビィホール) 
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②病院でのヒアリング調査（平成 21 年 4 月 19 日） 

石巻赤十字病院 宮城県災害医療コーディネーター 石井医師に対し公衆衛生に対

するヒアリングを実施した。 
・ 仮設トイレは流せないことや、つまりが生じるなど衛生的には好ましく無い。 

・ 避難所住民の努力や各医療チームの被災地域での活動で、今のところ特に集団で

の感染症は発生していない。 

・ 以前新聞報道にて、トイレ利用に関して４割の不備があると発言したが、現在の

割合は把握していない。※当時、使用後に汚物が流れないので新聞紙に包むなど

の状況には感染症の恐れがあった。避難所のトイレを調査した結果、汚物があふ

れているなど問題のあるトイレが４割あり、衛生的な改善が必要であった。 

・ 下水道が使えないために、手洗いや入浴なども十分に行えず衛生面で問題がある。 

・ 下水道の早期復旧が望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

石巻日赤病院外観                    病院内状況 

 

 

 

 

 

 

 

 
       ｴｺﾉﾐｰｸﾗｽ症候群対策状況      病院入口でのﾏｽｸ､消毒剤無料配布
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③市役所、県庁ほか ヒアリング調査 

市役所及び県庁等に対するヒアリングを実施した。 
調査結果の概要としては、以下の通りであった。 

・ 仮設トイレの設置を地域防災計画に位置付けているケース有り。（仙台市） 

・ 仮設トイレは備蓄の他にリースによる確保方法がある。（仙台市） 

・ 水道復旧後の下水量増加の対策として節水願いの呼びかけを実施していた。（宮城県、

仙台市、気仙沼、釜石市） 

 
市役所、県庁ほかでのヒアリング調査結果一覧 

調査日 ヒアリング先 災害用トイレの配備 その他 

4/18 宮城県 

・管理管轄は市町村 ・避難所は環境部局管轄 

・県民への節水要請 

（参考資料２） 

4/18 仙台市 

・仮設トイレの保管やリースによる配備は環境部局で

担当しているが、下水道部局と連携をとって、地域

防災計画にこの業務を位置づけている。 

・仮設トイレは学校等に 950 個備蓄。さらに、リース

などにより 2,000 個の確保が可能であった。 

・市民への節水要請 

（参考資料３） 

4/20 気仙沼市 

・仮設トイレの配置計画は無く、被災直後は国交省

から 360 個の提供があった。 

・避難所では水道と電気が復旧するまでは仮設トイ

レでの対応だった。 

（バキュームによるし尿収集は良好） 

・水道復旧後に下水量が増加

するため、1,500 戸に節水願

いのチラシを配布した。 

  （参考資料４） 

4/21 遠野市 ・地域防災計画に仮設トイレの配置計画は無い。 ・防災計画見直しの必要性有り

4/21 
陸前高田市 

（鳴石地区） 

・家屋各戸に仮設トイレ及び浄化槽を配置した。 ・140 世帯対応の膜分離装置

（MBR）を設置し処理予定 

4/22 岩手県 

 ・釜石市では下水道使用自粛

のお願いチラシを配布し、仮

設トイレの利用を呼びかけ 

（参考資料５） 
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・陸前高田市（鳴石地区）の各戸設置仮設トイレ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 一般家庭への仮設トイレ配備   一般家庭への仮設トイレ配備 
 
 
・陸前高田市（鳴石地区）の膜分離装置（ＭＢＲ）による処理対応 
 
 
 
 
 
 
 
 

    仮設浄化槽設置現場             MBR の外観 
 

※下水道新聞  平成 23年 4月 27 日 記事より 

 ・下水道区域の 7割が被災。 

 ・処理能力は 70m3/日･基×5基 ＝ 350 m3/日 

 ・設置面積 560 m2と省スペース 

 ・１ヶ月弱で設置、稼動 

・電力は自家発電機より供給。 
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④浦安市における下水道使用自粛要請対象世帯数と応急復旧状況 

浦安市では液状化による管きょ被害の為、3 月 13 日時点で約 12,000 世帯に対して下水道

使用自粛要請対象を実施した。復旧では仮設配管の敷設と土砂撤去が実施され、被災後一ヶ

月経過した時点、4 月 15 日には自粛要請は解除された。 

この間、公園や学校等に災害用トイレが設置された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：浦安市における下水道使用自粛要請対象世帯数と応急復旧済み管きょ延長の経日変化 
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下水道使用自粛要請対象世帯数 応急復旧済み管きょ延長※１

※１ 応急復旧済み管きょ延長は仮設配管延長のみを示しており、土砂撤去延長は含まれておりません。

災害用トイレとバキュームカー 日ノ出中学校(災害用トイレ設置) 舞浜３丁目(災害用トイレ設置) 
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３．機動的な公衆衛生の確保対策 
被災後において、下水道施設の被災状況と応急復旧による対策状況を踏まえた機動

的な公衆衛生の確保に関する概念図をまとめる。 
水道、ガス、電気などのライフラインは直ちに復旧が見込まれることを考慮して、

下水道が守らなければいけない応急対応期間内に対処を行う必要がある。 
但し、今回の様に甚大な被害が発生すると、下水道の復旧には長期間を要すること

となるため、機動的な公衆衛生の確保には、下水道部局はもとより他部局との連携に

よる自治体全体としての対応が求められる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

機動的な公衆衛生の確保に関する概念図 
 
 

溢水発生
下水道施設が機能停止

NO

地震、津波発生

下水道を使用可能

YES

応急復旧
〇管路施設：バイパス管及び水路など

〇処理施設：沈殿及び消毒、バイパスなど

※オンサイトおよびオフサイトによる効果的対策

※処理レベルの段階的な向上

緊急措置
〇管路施設：仮設ポンプ、緊急放流など

〇処理施設：仮設ポンプ揚水、消毒など

※溢水対策を最優先

・災害用トイレの調達・配備

・トイレ用水の確保

・災害用トイレ廃棄物の収集

・河川、衛生部局などへの告知

・節水の呼びかけ

・下水道の使用自粛要請

下水道の使用制限

下水道部局の対応

自治体全体としての対応

他部局の対応
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３－１ 未処理下水等に対する公衆衛生の確保対策 
 「汚水排除」の徹底  
 被災当初は、公衆衛生面での重大な影響を回避するために、市街地や上水取水口上

流などへの汚水流出を回避し、まずは排除を徹底する。 
 汚水管きょ、マンホール、中継ポンプ場、処理場の汚水流入ルートの中で溢

水箇所の把握  
 汚水溢水の影響想定 
 溢水回避のためのマンホール部からの緊急放流や処理場流入渠等への仮設

ポンプ投入など緊急措置の実施 
 梅雨等の出水期における汚水排除の徹底 
 出水期には震災直後に緊急対応した箇所で、溢水が起こる可能性が高いこと

から応急復旧等で対応できない場合は、震災直後と同様の緊急対応を講じる。 
 他のインフラの復旧状況等の情報収集と連携  
 マンホールの溢水などは、水道復旧に伴う汚水量増加などにより発生するため、以

下の状況変化を被災時でも把握できるような体制を構築する 
 水道・ガス等の復旧状況、商用電源の復旧状況  
 処理区域内への被災者の移動 →汚水の発生・流下  
 降雨・路面冠水による浸入水 等  

 衛生面・水質面の情報を市民や利水者に迅速に伝達する体制構築  
 処理場だけでなく、ポンプ場、管渠、マンホールなどからの緊急放流などの

可能性にも留意  
 ユーティリティーの広域的欠乏対策、広域停電への対策の強化 
 その他 

 引き続き溢水対策や、簡易処理の長期化による影響には十分な注意が必要である。 
また、公衆衛生面の応急対応後は、簡易処理のレベルアップ、放流先の監視、モニ

タリングの実施などにより、水環境・水質面の影響確認と対策強化に移行する。 
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３－２ 避難所における公衆衛生の確保対策 
避難所における公衆衛生の確保対策は、保険衛生部局や環境部局、下水道部局等の多く

の関係部局が関係するため、相互の役割を事前に充分に明らかにした上で、発災後には各

部局の機動的な対応が必要である。 
以上のような前提のもとで、避難所における公衆衛生確保のためには、以下の対策が必

要である。 
なお、これらの対策を実行性のあるものとするため、地域防災計画、下水道ＢＣＰに反

映することが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
・災害用トイレの調達・配備計画の管理 

・衛生確保のための水の確保方策 

・災害用トイレ廃棄物の収集体制の確立 

震 前 

地震・津波発生 

 
・災害用トイレの調達・配備 

・トイレ用水の確保 

・災害用トイレ廃棄物の収集 

震 後 

 

都市内衛生環境と放流先への影響に配慮した 

トイレ廃棄物処理方法の選択と実行 

その後 
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３－３ 被災地における機動的な公衆衛生の確保対策 
下水道施設の機能損傷による公衆衛生への影響は下水道関係者等の緊急措置等によ

って、現時点では回避されている。 
今後、出水期を迎えることや気温の上昇による病原性微生物による感染リスクの拡

大を考えると一日も早い下水道施設の復旧が望まれるところであるが、復旧までは効

果的な段階的復旧や機動的な公衆衛生の確保対策が必要である。 
よって、地域の実情に応じた未処理下水等に対する公衆衛生の確保対策、ならびに

避難所における公衆衛生確保対策を検討の上、これらを総合的に実施する必要がある。

さらに、これらの対策を効率的に実施させるために、各種地震対策計画の策定及び見

直しが不可欠である。 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
◆地域防災計画 

◆下水道ＢＣＰ(地震編)計画 

◆下水道総合地震対策事業 

 
〇他部局との連携強化 

〇事後対応計画、訓練計画

〇総合な減災対策計画 

考慮すべき内容 各種地震対策計画 
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【参考資料１ 過去の災害時のトイレ事情】 
過去の被災時におけるトイレ事情として、トイレの問題点や対応事例の主なものを

示す。 
阪神・淡路大地震、新潟中越地震での教訓から、その後の災害時では緊急用トイレ

が確保され、迅速な対応が実施されている。 
 

過去の災害時における事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「地震時におけるトイレ機能確保のための調査研究」㈱ＨＡＰ ※日本トイレ研究所ＨＰより 

参考資料 

H23.5.24 
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【参考資料２ 宮城県：水道利用自粛のお願い】 
 

 

参考資料 

H23.5.24 
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【参考資料３ 仙台市：上下道利用に関するお願い】 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

仙台市ＨＰより 

 

参考資料 

H23.5.24 
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【参考資料４ 気仙沼：下水道の使用について】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気仙沼市下水道使用自粛呼掛チラシ 

参考資料 

H23.5.24 
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【参考資料５ 釜石市：下水道使用自粛のお願いについて】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

釜石市下水道使用自粛呼掛チラシ 

参考資料 

H23.5.24 


